
青 色 申 告 の 承 認 申 請 書

納 税 地

電話 (      )     －

(フリガナ)

平成 年 月 日 法 人 名 等

法 人 番 号

(フリガナ)

代 表 者 氏 名 ㊞

代 表 者 住 所

事 業 種 目 業

税務署長殿 資 本 金 又 は

出 資 金 額

自平成 年 月 日

事業年度から法人税の申告書を青色申告によって提出したいので申請します。

至平成 年 月 日

記

1 次に該当するときには、それぞれ□にレ印を付すとともに該当の年月日等を記載してください。
青色申告書の提出の承認を取り消され、又は青色申告書による申告書の提出をやめる旨の届出書を提出した後に
再び青色申告書の提出の承認を申請する場合には、その取消しの通知を受けた日又は取りやめの届出書を提出した日

平成　年　月　日

この申請後、青色申告書を最初に提出しようとする事業年度が設立第一期等に該当する場合には、内国法人である
普通法人又は協同組合等にあってはその設立の日、内国法人である公益法人等又は人格のない社団等にあっては新た
に収益事業を開始した日、公益法人等（収益事業を行っていないものに限ります。）に該当していた普通法人又は協同

日　月　年　成平日たっなととこるす当該に等合組同協は又人法通普該当はてっあに等合組

法人税法第４条の５第１項（連結納税の承認の取消し）の規定により連結納税の承認を取り消された後に青色申
日　月　年　成平日たれさ消り取のそ、はに合場るす請申を認承の出提の書告

法人税法第４条の５第２項各号の規定により連結納税の承認を取り消された場合には、第４条の５第２項各号の
日　月　年　成平日たじ生が実事のそび及号るす当該に実事たっなと因起のし消取、ちう

連結納税の取りやめの承認を受けた日を含む連結親法人事業年度の翌事業年度に青色申告書の提出をしようとす
日　月　年　成平日たけ受を認承のそ、はに合場る

2 参考事項

(１)帳簿組織の状況

(２)特別な記帳方法の採用の有無

イ 伝票会計採用

ロ 電子計算機利用

(３)税理士が関与している場合におけるその関与度合

㊞

※
　年　月　日

確認
印

記帳の
時 期

※整理番号

〒

円

〒

伝票又は帳簿名
左の帳簿
の 形 態

記帳の
時 期

伝票又は帳簿名
左の帳簿
の 形 態

税 理 士 署 名 押 印

業種
番号

決算
期

部
門

税務署
処理欄

備
考

入
力

番
号

通信
日付印

ジェトロ 外国企業誘致 -対日投資情報-

会社設立の手続き 各種申請様式サンプル1-6e



ジェトロ 外国企業誘致 -対日投資情報-
         会社設立の手続き  各種申請様式サンプル1-6e

本資料は、外国企業が日本に会社等を設立する際に必要となる登記、査証、税制、人事・労務の各種申請様式について、その要点と記載事例等を示したサ
ンプルです。本資料は、管轄省庁等が提供する正式な書式ではありませんので、実際に手続きを行う際には、専門家に相談、または、管轄省庁のウェブサイト等
からダウンロードするなど、最新の正式な書式を入手してください。

本資料に関する管轄省庁：国税庁
URL：https://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/tsutatsu/kobetsu/hojin/010705/pdf/ts050.pdf

なお、本資料で提供している情報は、ご利用される方のご判断・責任においてご使用下さい。ジェトロでは、できるだけ正確な情報の提供を心掛けておりますが、
本資料で提供した内容に関連して、ご利用される方が不利益等を被る事態が生じたとしても、ジェトロは一切の責任を負いかねますので、ご了承下さい。
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